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Abstract: The size and composition of China’s population and labor market have changed since the abolition of its 
one-child policy in January 2016. To protect women’s labor rights, researchers have investigated the reasons for 
China’s increasing gender gap in employment and the ways to prevent gender discrimination in labor markets. 
However, specific effects of population policy on women’s employment have not been fully demonstrated.
First, the history of the policy was discussed from its establishment to its abolition in this study. Second, the causes 
of high female labor participation rates were investigated from the law, economy and culture standpoints. Finally, 
based on the increasing double burden of employment and housework, some valuable recommendations to further 
protect women’s labor rights were presented in view of enterprises and governments under the background of the 
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(11) 中国国家統計局「馬建堂就2012年国民経済運行情況答記者問」参照。  
http://www.stats.gov.cn/tjgz/tjdt/201301/t20130118_17719.html （アクセス2019/4/5）























http://www.stats.gov.cn/tjsj/ndsj/renkoupucha/2000pucha/html/t0301a.htm （アクセス2018/12/17）  
http://www.stats.gov.cn/tjsj/pcsj/rkpc/6rp/indexch.htm （アクセス2018/12/17）
 ② なお，中国国家統計局の最新調査「2018年国民経済和社会発展統計公報」によると，現時点の全国人口性

















































































(16) 中国国家衛生健康委員会「2016年我国衛生和計画生育事業発展統計公報」参照。  
http://www.nhc.gov.cn/guihuaxxs/s10748/201708/d82fa7141696407abb4ef764f3edf095.shtml （アクセス2019/4/7）




年　度 第一子の数 第二子の数 出生数
2016年 973 721 1,786



















































(20) 中華人民共和国婦女権益保障法（LPRIW：Law on the Protection of Rights and Interests of Women）は2005年８
月28日に第一回改正，2018年10月26日に第二回改正が行われた。
































































16-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75以上
女性 25.0 58.7 79.7 79.2 79.2 78.1 68.6 31.6 16.2 8.1 4.3 1.8 0.8
男性 26.2 63.6 94.1 96.2 95.7 94.5 91.7 80.8 58.8 19.6 11.1 4.7 1.9




































母　親 父　親 親世代支援 保育施設
全　体 94.7 42.4 48.0 22.9
０－２歳の子供を持つ 97.1 52.0 63.3 8.0
３－６歳の子供を持つ 93.4 36.9 39.2 31.3
母親が就業する 93.8 42.8 50.0 24.8
































































































(31) 「消除対『生両孩』的就業差別」『人民日報』 2014年04月08日参照。  
http://opinion.people.com.cn/n/2014/0408/c1003－24841982.html （アクセス2019/5/13）
(32) 前掲「『単独両孩』政策対女性就業的潜在影響及応対思考」 50頁参照。
(33) 「全面両孩実施引発紛争多女職工妊娠被悪意調崗」『北京晨報』 2016年03月09日参照。  
http://www.chinanews.com/sh/2016/03－09/7790086.shtml （アクセス2019/5/13）
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するだろうと考えられる。男性の育児休業につき，「人口及び計画出産法」の中で規定されていない
が，地域の「人口及び計画出産条例」によって，男性労働者は一般的に７日間から25日間の育児休業
を取得できる。ところが，現状から見れば，育児休業を利用する男性労働者はなお少数である。こう
いう状況を踏まえ，企業は社内規定によって男性労働者の育児休業制度を周知するとともに，利用し
やすい職場環境に改善していく取り組みが必要になっている。
また，情報通信技術が発達する現代社会において，勤務時間や勤務場所に関する制限が次第に緩や
かになっている。したがって，企業は育児休業制度を徹底するために，育児期に当たる労働者に対
し，変形労働時間制や裁量労働制などの柔軟な勤務制度を導入することにより，勤務時間や勤務場所
の規制緩和を行うことが期待されている。
⑶　行政の立場からの提言
第三に，女性の継続就業において，行政改革の取り組みも必要とされている。社会にとっては，妊
娠・出産が人口増加の原動力である。その意味で，育児活動が人口の増加につながっている。第２章
で述べた「伝統的な育児慣習」から見れば，従来の育児支援のあり方として，親世代は育児活動にお
いてなお大きな役割を果たしている。換言すれば，親世代や企業による育児支援は，社会的育児負担
の一部を軽減している。したがって，行政は子育て世帯に対して家族手当などの経済的な育児支援を
提供し，保育施設を設置する企業に対して補助金の交付，減税などの優遇措置を受けられるようにす
べきであろう。さらに，少子高齢化と核家族化の進展により，親世代による育児支援が困難となって
いる。そのため，育児活動が家庭の中から市場領域に出ていく「社会化」を提言する。伝統的な育児
慣習を解消するために，企業に託児所・保育所の設置を義務付けるとともに，社会的な対応がますま
す必要とされている。より総合的な社会的育児支援サービスを充実させるために，地域における育
児・介護支援体制の整備，地域に合わせて新たな保育施設の設立がなお一層不可欠になってくる。
おわりに
女性にとって，妊娠・出産は長くかつ複雑な過程である。とりわけ女性労働者は，妊娠・出産に
よって心身に不良状態が現れやすい上に，雇用上の不当な差別的取り扱いを受ける傾向が見られる。
それゆえ，人口政策の変化が，女性の就業につながっている。第１章で述べたように，中国は膨大な
人口についての問題を抱えながら，1970年代から「一人っ子政策」を長期にわたって推し進め，人口
再生産パターンが次第に「高出生率・高増加率」から「低出生率・低増加率」へと変わってきた。
「一人っ子政策」が人口増加の抑制において著しい効果をもたらしたことは，疑う余地のない事実で
あろう。また，「一人っ子政策」のもとでは，出産活動が強制的に制限され，女性は産前産後休業を
一回のみ取得することが一般的であった。
現在，少子高齢化，労働力供給の減少，人口性比の不均衡などの社会的問題が突出するに至ってい
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る。これを背景として，人口の増加，労働力の確保に向け，「一人っ子政策」が撤廃され，「二人っ子
政策」が全面的に実施されている。それとともに，出産の意欲が次第に高まり，世帯における子供の
人数が増加している。しかしながら，保育施設が量的及び質的にはなお不十分であり，児童の数に追
いついていない状況になっている。また，家庭や社会における性別役割分業の現状が，短時間では解
消されないままで，女性は依然として育児活動の主たる担い手と考えられている。こうした状況の中
では，女性は育児活動において，より多くの時間と精力を注入するようになっている。過重な二重負
担のもとで，女性労働者は出産・育児などのライフイベントと就業の両立がなかなか実現できなくな
り，就業を中断せざるを得ない者が増加傾向にある。さらに，労働市場において，女性労働者は産前
産後休業の増加により，就業難，継続就業難，男女間格差の拡大などの問題に直面している。結果的
に，専業主婦化がより深刻になっている。
以上のように，「一人っ子政策」が撤廃されて以降，家庭における育児負担が増大しつつあるが，
就業と必ずしも対立するものではないと考えられる。女性の就業中断の可能性が大きくなる状況を踏
まえると，就業で生じる多様な育児ニーズに応じるように，企業における育児休業制度の徹底の上
に，企業と地域が連携し，積極的に育児支援環境を整備することが重要な課題となってくる。
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